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研究成果の概要（和文）：　本研究の研究成果は、以下2とおりである。第1に、当事者調査の実施・分析であ
る。本研究事業では、首都圏都市部・郡部で生活保護制度を利用する有子世帯の養育者、子どもへのインタビュ
ー調査（2014年度、2015年度のフォローアップ調査）を実施している。この調査をつうじて、（1）養育者の直
面する課題（経済的困難、心身の疾病等）、及び（2）子どもが直面する課題（学力面での課題、進路選択の制
約等）を明らかにしている。第2に、政策動向を検討している。例えば、生活保護法の改正、生活困窮者自立支
援法のレビューや、子どもの貧困対策の批判的検討を行っている。

研究成果の概要（英文）：　The outcome of our study was as below. First, we conducted the interview 
survey of the family receiving Public Assistance (SEIKATSUHOGO) in the urban area and the suburbs in
 Tokyo metropolitan area. We found out that there were the issues faced by the parents: economic 
difficulties, mental and physical disease, and that there were the issues faced by their children: 
lower academic achievement, constraints in the career-path selection. Second, we reviewed the trend 
of social policy in Japan: Acts related to Public Assistance and Act To Accelerate Polices For 
Disadvantaged Kids.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 経済・雇用環境の変化は､国民・住民の経
済的基盤を揺るがし､貧困と格差の拡大･深
化をもたらしている｡それに伴い貧困世帯の
子どもがまた貧困に陥る貧困の世代間継承
（再生産）が社会問題化している。 
 古くは、Bourdieu, Passeron（1964＝
1997）、Lewis（1959＝1970）、Wilson,（1985
＝1999）や篭山（1984）の研究が、近年では、
阿部（2008）、浅井・松本・湯澤（2008）や、 
Oshio, Sano and Kobayashi（2010）、阿部
（2011）、内閣府（2012）、労働政策研究・研
修機構（2012）等があり、養育環境･学習環
境が十分整っていない貧困状態に置かれて
いる子ども自身も将来的に貧困状態に陥る
可能性が高いこと―貧困の世代間連鎖（再生
産）が生じていること―が明らかにされてき
ている 。 
 また、貧困対策の主要制度である生活保護
を受給する世帯においても世代間連鎖（再生
産）が生じていることが指摘されている（青
木 2003；駒村・道中・丸山 2011；労働政策
研究・研修機構 2012）。 
 以上のような状況に対し、受給世帯内での
世代間連鎖（再生産）防止に向けた国・自治
体の取り組み（厚生労働省、東京都江戸川区、
東京都板橋区、北海道釧路市、神奈川県、埼
玉県等）の広がりが見られる。また、「なく
そう！子どもの貧困全国ネットワーク」の活
動や、高等学校の授業料無償化（2010 年）、
「子どもの貧困対策法」の制定（2013 年議
員立法）などの運動が展開されてきている。 
しかしながら、社会福祉領域（とりわけ貧
困・低所得者領域）において、生活保護受給
世帯内において「なぜ」、「どのようにして」
貧困の世代間継承（再生産）が生じているの
かに着目した研究は不十分である。特に、子
どもの「進路選択」（進学・就労への移行）
と生活保護制度の仕組み（世帯認定、収入認
定、保護費による給付の有無等）との関連に
着目した研究はほとんどない。 
 
２．研究の目的 
以上を踏まえ、本研究では以下 2点の研究
目的を設定する。第 1に、生活保護受給世帯
における子どもの進路選択の実態を明らか
にすることである（【目的 1】①当事者調査）。
具体的には、生活保護受給世帯の養育者・子
どもがどのような生活実態にあり、どのよう
な課題に直面しているか；またこれらの実態
や課題は子どもの年齢によってどのように
変化しているのか；さらには、子どもはどの
ような進路選択（進級／進学／就労への移
行）を行っているかを明らかにする。 
以上の研究を通し、「なぜ」、「どのように
して」子どもが特定の進路選択（安定した／
不安定な、就学／就労／生活）に至ったのか
を明らかにする。 
 第 2に、以上の研究を行うための補助線と
して、制度・政策動向の把握を行う（【目的 2】）。

具体的には、①国・地方自治体の動向把握、
②海外の動向把握、以上である。 
 
３．研究の方法 
 
 上記の研究目的を究明するにあたり、本研
究では、以下の方法を採用した。 
 
（1）「当事者調査」 
 当事者調査では、Z県（郡部）、X県 Y市（都
市部）の2地域の生活保護受給世帯の養育者、
ならびに、子どもを対象にした 2年間のイン
タビュー調査（追跡調査）を実施した。 
 なお、当初、2016 年度にも当事者調査を実
施する予定であった。しかしながら、2014 年
度調査・2015 年度調査で長時間・多様な回答
を得られたため、2016 年度調査は延期（中止）
し、調査結果の整理・分析に時間を充てるこ
とにした。 
 また、申請時には、可能であれば支援者に
対するインタビュー調査を実施する考えで
あったが、上記同様の理由から当事者調査の
みに専念することにした。 
 
（2）文献サーベイ 
生活保護制度・生活困窮者自立支援制度等
において、貧困再生産（貧困の世代間継承）
を解消するためにどのような対応がとられ
ているのか、行政資料・文献研究を行なった。 
 なお、当初は海外の動向把握を予定してい
たが、日本国内での動向（生活保護法改正、
生活困窮者自立支援法、子どもの貧困対策の
推進）把握を中心に行なった。 
 
４．研究成果 
 
（1）「当事者調査」 
 当事者調査としては、2014 年度と 2015 年
度に調査を実施した。 
 まず、Z 県郡部では、過去の研究事業の調
査協力者のうち 2014 年度に 8 世帯 9 名（養
育者 9 名、子ども 1 名）、2015 年度に 7 世帯
11 名（養育者 7名、子ども 4名；1世帯辞退）
にインタビュー調査を実施した。 
 次いで、X 県 Y 市では、2014 年度に 11 世
帯 11 名（すべて養育者）、2015 年度に 10 世
帯 14 名（養育者 12 名、子ども 2 名；4 世帯
辞退・3 世帯新規で協力）にインタビュー調
査を実施した。 
 以上の調査を通じて、利用世帯の養育者・
子どもの成育暦、子どもの学校生活、進路選
択、現実の移行実態などを明らかにしている。 
 
（2）「制度・政策動向」 
 制度・政策動向としては、生活保護法、生
活困窮者自立支援法の改正・施行状況を検討
している。以上に加えて、子どもの貧困対策
の実施状況を批判的に検討している。とりわ
け、子どもの貧困対策に関しては、貧困対策
としての再分配よりも、教育対策に偏重して



いることを明らかにしている。 
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